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施策項⽬２０ 開かれた学校づくりの推進  —…目標値（斜体）
■…実績値

％…進捗率

指
標
の
状
況

①保護者の意見等を参考に学校評価を行い、積極的に
学校改善を進めていると思うと回答したＰＴＡ（％）

H29目標 ②日常の学校運営の状況が、わかりやすく保護者や地
域へ提供されていると思うと回答したＰＴＡ（％）

H29目標

③年間指導計画を公表し、授業予定を保護者にわかりやすく示してい
る学校（％）

H29目標 ④コミュニティ・スクー
ルの設置状況（％）

〈中学校〉 76.6% 〈小・中学校〉88.0%

H29目標

　　【基本方向５】魅力ある学校づくりの推進

施策項目

開かれた学校づくりの推進
特色ある学校づくりの推進
学校間の連携・接続の推進
学校施設・設備の充実
私立学校への支援の充実

第２期
教育振興
基本計画
基本施策
との対応

１０ 子どもの成長に応じた柔軟な教育システム等の構築
１８ 学習や社会生活に困難を有する者への学習機会の提供など教
　　 育支援
１９ 教育研究環境の整備や安全に関する教育の充実など学校にお
　　 ける児童生徒等の安全の確保
２０ 絆づくりと活力あるコミュニティの形成に向けた学習環境・
　　 協働体制の整備推進
２５ 良好で質の高い学びを実現する教育環境の整備
２９ 私立学校の振興

まとめ
・コミュニティ・スクールの制度の理解促進や先進事例の発信などを目的に、全国フォーラム及び
全ての管内におけるCS研修会等を実施
・上川管内に全日制普通科単位制として旭川永嶺高等学校を設置

評価

概ね計画
どおり

施
策
の
推
進
状
況

【Plan】平成28年度の主な施策 【Do】主な実績

■学校評価・情報提供の推進 ・学校評価の実施状況の把握と実効性を高めるための指導・助言
・評価項目の見直しや実施時期の検討など学校評価の結果を確実
に次年度へ反映させる取組について全道立高校へ指導
・評価結果を踏まえた学校改善の状況（目標指標①）

■学校運営への参加の促進 ・コミュニティ・スクール導入校の拡大
（目標指標④、H28.4.1現在：高等学校２校、小中60校、幼稚
園１園導入→H29.4.1現在：高等学校3校、小中義務157校、
幼稚園4園導入）
・さらなる導入校の拡大に向けたコミュニティ・スクールの先進
事例等について市町村に情報提供
・コミュニティ・スクール導入先進地の関係者を招聘した全国
フォーラムの開催（文科省主催　約600名参加）

■生涯学習の場としての学校の教育機能の活用 ・学校開放講座及び学校施設開放の実施

【Check】施策の課題 【Action】今後の方向

●学校運営への参加の促進
〔分析・背景〕

・コミュニティ・スクールの制度や実践事例について、情報交流
を行う協議会の開催
・学校と地域の調整をするコーディネーターや地域連携担当教職
員を対象とした研修会の実施
・市町村が主催するCS研修会に北海道CSアドバイザーや本庁職
員を派遣
・資料の作成や各種会議等における説明等による普及・啓発
・各市町村の情報把握（意向アンケート）の実施
・道立学校等におけるCS導入に向けワーキングチーム会議の開
催　道内におけるコミュニティ・スクールの先行事例

をまとめ、その意義や成果を普及するとともに、道
立学校の導入を促す必要がある

100% 10%

〈小学校〉 83.8%

100% 100%

〈小学校〉 91.3% 〈中学校〉 89.2% 〈小学校〉 90.7% 〈中学校〉 88.3%

・法改正によりコミュニティ・スクールの設置が教
育委員会の努力義務となることなどから、導入を検
討する市町村は増えている
・道立学校において導入が進んでいない

〔課題〕
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施
策
の
推
進
状
況

総合評価 定量評価
100%以上
（4点）

90～100%
（3点）

80～90%
（2点）

2.1

定性評価 （定性評価）

－

やや遅れ

やや遅れ 0 2 4 1 0

80%未満
（1点）

その他 平均
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施策項⽬21 特⾊ある学校づくりの推進  —…目標値（斜体）
■…実績値

％…進捗率

【Check】施策の課題 【Action】今後の方向

●へき地・小規模校への支援
〔分析・背景〕

・ICTを活用した遠隔授業をモデル的に実施し、市町村への普及
促進を図る。

【Plan】平成28年度の主な施策 【Do】主な実績

■小・中学校における取組の推進 ・「北海道ふるさと教育・観光教育等推進事業」の指定校（75
校）を一堂に集めた実践事例交流会の開催（実践校及び協力校の
教員88名、各教育局指導主事13名　計101名）

■へき地・小規模校への支援 ・免許外教科担任解消のための認定講習の実施
・道立高校におけるセンター校の教員による地域キャンパス校で
の出張授業等（地域キャンパス校19校で実施）
・遠隔システムを活用した遠隔授業の単位認定の在り方に関する
研究開発の取りまとめ
・小規模中学校の免許外教科担任解消のための教員加配（18校
18名）及び非常勤講師の配置（43校 50人）
・電子黒板やタブレット端末などICT技術を活用した授業改善や
指導方法の工夫
・美術体験充実事業（鑑賞学習用支援ツール）による文化芸術に
触れる機会の提供

■高等学校における取組の推進

・少子化による児童生徒の減少に伴う学校の小規模
化への対応の観点から、へき地・小規模校の学習指
導を一層充実させる必要がある

〔課題〕

・複式学級における教員の指導力の向上や指導体制
の充実が必要
・1校当たりの児童生徒が少なく、多様な教育活動
を行うことに支障があり、教科数に満たない教員配
置により免許外の教科が発生している

施
策
の
推
進
状
況

○新しいタイプの高校の設置や特色ある高校教育の
充実

・新しいタイプの高校を紹介するパンフレットを作成し、道内す
べての市町村教育委員会、中学校、高等学校、特別支援学校に配
布
・新しいタイプの高校を紹介するビデオを制作し、ホームページ
に掲載
・各通学区域ごとに開催した地域別検討協議会において、学区内
にある高等学校の特色等を紹介する資料を作成し、参加者に配布

○公立高等学校配置計画の策定・推進 ・公立高等学校配置計画の策定（３年間の計画（H29～H31）
及びその後４年間の見通し（H32～Ｈ35））
・新しい指針の作成に向けて、外部の有識者による検討会議にお
いて検討

〈高校〉 100% 〈全日制〉 103.8% 〈定時制・通信制〉 102.3%

100%

〈小・中学校〉

指
標
の
状
況

⑤総合学科など新しいタイプ
の高校が設置されている通学
区域（％）

H29目標
⑥学校外における学修の単位認定の実施状況（％）

H29目標

参考
指標

(a)免許外教科担当教員の許可件数
（件）
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0

定性評価 （定性評価）

【Check】施策の課題 【Action】今後の方向

計画どおり

計画どおり 3 0

　中学校卒業者の減少傾向や地域の実情を踏まえた
適正な高校配置を進めるとともに、生徒の多様な興
味・関心、進路希望等に対応した魅力ある学校づく
りが必要

－

施
策
の
推
進
状
況

●適正な高校配置や魅力ある学校づくり
〔分析・背景〕

・高校進学希望者数に見合った定員確保を基本とし、生徒の多様
な学習ニーズ、進路動向などに対応した学校・学科の配置や規模
の適正化を図るための高校配置計画の策定
・学習の選択幅の広い新しいタイプの高校の設置及び教育活動の
充実に向けた指導

総合評価 定量評価
100%以上
（4点）

90～100%
（3点）

80～90%
（2点）

80%未満
（1点）

その他 平均

0

　中学校卒業者の減少傾向への対応とともに、生徒
の多様な学習ニーズへの対応も求められている

〔課題〕

0 4.0
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施策項⽬２２ 学校間の連携・接続の推進  

施
策
の
推
進
状
況

—…目標値（斜体）
■…実績値

％…進捗率

■幼稚園・保育所等と小学校との連携 ・子どもの発達の連続性を踏まえた交流活動や教員の合同研修の
実施（目標指標⑦）

■小学校と中学校との連携

〈教師同士の交流・意見交換〉

⑨大学等と連携した講義や実
習を実施している道立高等学
校（％）

H29目標

85%

(b)「近隣の中学校と連携を行っている」と回答した小学校の割合（中学校につい
ては「小学校と連携」と回答した学校の割合）（％）〔全国学力･学習状況調査〕

〈授業研究などの合同研修〉

参考
指標

・小・中学校間の円滑な接続や相互の連携を一層促進し、９年間
を見通した学習指導等を行う「小中連携、一貫教育実践事業」の
実施（15地域、指定校33校）
・「小中連携、一貫教育実践事業」の指定校を一堂に集めた全道
連携協議会の開催（計2回：市町村教育委員会職員66名、小・
中学校教員137名）
・国の委託を受け、小中一貫教育の先導的な取組を行う「小中一
貫教育推進事業」の実施（４市町）
・有識者や関係者からなる「小中一貫教育推進事業」運営会議
（計2回50名）及び講演会の開催（講演会120名、ポスター
セッション113名）

■中学校と高等学校との連携 ・中高一貫教育校における連携した教育活動の実施（連携型：中
12校、高７校、一体型：２校）

■高大連携の充実

【Plan】平成28年度の主な施策 【Do】主な実績

・道立高等学校における大学等の高等教育機関と連携した講義や
実習の実施（目標指標⑨）
・高校と大学が連携した教育の在り方を検討するため、高校関係
者による進学分科会の実施（21校）

　近隣の小（中）学校と意見を交換し合うなど、教
員同士の交流を行っている学校が９割を超えてお
り、広域分散型の本道において、小中連携、一貫教
育のニーズはあるものと思われる（参考指標(b)）

〔課題〕

　９年間の教育目標の設定及び共通理解、９年間の
系統性を踏まえた一貫した学習指導や学習規律の徹
底など、内容面の充実や一層の連携の強化が必要

■交流及び共同学習の推進 ・特別支援学校と小・中学校児童生徒及び高等学校生徒等との交
流及び共同学習の実施
（特別支援学校64校：幼14園、小57校、中56校、高46校）

■同一学校種間の連携等 ・教育課程の維持充実を図る観点から、近隣の道立高校間で相互
に教員派遣（８組、16校）

【Check】施策の課題 【Action】今後の方向

●小学校と中学校の連携の充実
〔分析・背景〕

・「小中一貫教育支援事業」における小・中学校９年間を見通し
た教育課程編成に向けた指導助言など、小中一貫教育の取組に対
する支援
・小中一貫教育の成果を普及する説明会の開催
・「小中一貫教育推進事業」の推進による小中一貫教育導入に向
けた取組事例等の収集及び情報提供
・北海道における小中一貫教育の推進方針の策定及び手引の作成

指
標
の
状
況

⑦幼稚園や保育所と連携・協
力した取組を行っている小学
校（％）

H29目標

100%

〈小学校〉 124.6% 〈高校〉 119.6%

<小学校> <中学校> <小学校> <中学校>
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施
策
の
推
進
状
況

●中学校と高等学校の連携の促進
〔分析・背景〕

・中高の教員のティームティーチングや、６年間を見通したキャ
リア教育など、中高一貫教育の実践で得た成果の普及等を通じ
て、中学校と高等学校の連携の充実に向けた取組を促進

　市町村に対して、中高一貫教育校における教育活
動の成果等の情報提供を行うなど、設置の促進に努
めている

〔課題〕

　中学校卒業者数の減少などにより、連携した教育
活動の継続が困難な場合もある

【Check】施策の課題 【Action】今後の方向

総合評価 定量評価
100%以上
（4点）

90～100%
（3点）

80～90%
（2点）

80%未満
（1点）

定性評価 （定性評価）

－

その他 平均

計画どおり

計画どおり 2 0 0 0 2 4.0
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施策項⽬２３ 学校施設・設備の充実  
％…進捗率

・廃校舎の活用事例に関する情報提供
（ＨＰアクセス数　H27：11,780件→H28：13,362件）

【Check】施策の課題 【Action】今後の方向

—…目標値（斜体）
■…実績値

・耐震化の早期完了に向けて積極的に働きかけるとともに、市町
村の耐震化の取組に対する継続した支援

施
策
の
推
進
状
況

【Plan】平成28年度の主な施策 【Do】主な実績

■幼稚園、小・中学校の施設設備の整備充実 ・学校のコンピュータ、図書等の教育環境整備の促進（目標指標
⑪～⑬）
・市町村立学校における建物本体の耐震化（目標指標⑩）及びつ
り天井など非構造部材の耐震対策について、研修会の開催や相談
対応、要請等による対応の促進

■高等学校・特別支援学校の施設設備の整備充実 ・安全性確保、長寿命化、学科転換、普通教室の狭隘化解消のた
めの施設整備　（H2８実績：校舎大規模改造20校（設計11校
を含む）、体育施設大規模改造13校（全て設計）、学科転換２
校（設計１校を含む）、改築３校（設計１校を含む）、既存施設
改修による新設２校）

■環境・健康等に配慮した施設の整備 ・地域の環境エネルギー教育の拠点となる学校施設の整備
（エコスクール：小・中116校、太陽光発電：小・中４校）

■廃校施設の有効活用

（定性評価）

－

その他 平均

やや遅れ

やや遅れ 0 2 2 2 0 2.0

定性評価

総合評価 定量評価

　耐震化が完了していない小中学校が依然としてあ
る（目標指標⑩）

〔課題〕

　良好な教育環境の充実に向け、整備促進を市町村
に働きかける必要がある

100%以上
（4点）

90～100%
（3点）

80～90%
（2点）

80%未満
（1点）

●施設設備の整備充実
〔分析・背景〕

指
標
の
状
況

⑩公立小・中学校にお
ける耐震化率（％）

H29目標 ⑪コンピュータ１
台当たりの児童生
徒数（人）

H29目標 ⑫提示用デジタル機器のうち、実物投影機、表
示用機器を整備している普通教室（％）

H29目標

⑬学校図書館図書標準を達成している学校
（％）

H29目標
小学校： 60% 参考

指標
(c)道立学校の廃校校舎が有効活用さ
れた割合（％）中学校： 50%

〈小学校〉 64.0% 〈中学校〉 82.6% 小・中学校

100% 4.3人 100%

〈小・中学校〉 93.0％ 〈小・中学校〉 84.5% 〈実物投影機〉 59.7%
表示用機器

（電子黒板等） 95.2%
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施策項⽬２４ 私⽴学校への⽀援の充実

施
策
の
推
進
状
況

【Plan】平成28年度の主な施策 【Do】主な実績

■特色ある私学教育と安定した学校経営に向けた支援 ・私立学校等における教育に係る経常的経費に対する助成

 ・私立学校管理運営対策費補助金
 （高（全日制）51校、高（通信制）2校、中15校、小3校、幼368園）
 ・経営安定資金（10校）
 ・短期経営安定資金（19校）

■保護者への支援の充実 ・修学機会の確保のための保護者への支援
　
　・授業料軽減補助金　9,096人
　・生徒奨学事業費（奨学金）2,666人
　・生徒奨学事業費（入学金）145人
　・就学支援事業費補助金　44,635人
　・奨学のための給付金　5,995人
　・学び直しへの支援　115人

【Check】施策の課題 【Action】今後の方向

●私立学校・保護者への支援
〔分析・背景〕

　教育条件の維持向上や修学上の経済的負担の軽減を図るととも
に、学校経営の健全化が図られるよう、引き続き、私立学校の経
常的経費への助成を行うほか、保護者負担を軽減

概ね計画
どおり

私立学校管理運営対策費補助金をはじめ、各種助成制度により、私立学校における教育条
件の維持・向上、保護者負担の軽減や経営の健全化に寄与していることから、「概ね計画
どおり」とする。

その他 平均

概ね計画
どおり

－ －

総合評価 定量評価
100%以上

（4点）
90～100%

（3点）
80～90%
（2点）

80%未満
（1点）

定性評価 （定性評価）

・少子化の進行に伴い、私立学校を取り巻く経営環
境は厳しさを増している
・経済的理由により、子どもたちの修学が困難とな
らないよう、保護者等への支援が求められている

〔課題〕

　引き続き、教育条件の維持向上、生徒等の修学上
の経済的負担の軽減、経営の健全化が必要


